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研究成果の概要（和文）：人々が自由に立地を選ぶことができる多地域経済成長モデルを考え，地域間人口分布の定常
均衡の安定性を，ポテンシャル関数と呼ばれる関数の最適化問題により特徴付けた．特に，人々の時間選好率が，人口
集積の生産性向上と混雑に与える影響のトレード・オフを介して，安定な定常均衡の性質に大きな影響を与えることを
示した．

また，モデルの応用として地域間格差とネットワークの問題を扱った．１点目に関しては，所得が均斉成長していく地
域と所得の成長が止まってしまう地域が，安定な定常均衡で共存し得ることを示した．２点目に関しては，生産技術の
地域間スピルオーバーに関するネットワーク構造が安定な定常均衡に与える影響を分析した．

研究成果の概要（英文）：We study a multi-regional economic growth model in which people can freely choose 
their locations. We characterize the stability of regional population distributions at stationary 
equilibria with the optimization problem of a function called a potential function. We show that people's 
time preference crucially affects the stable stationary equilibrium through the trade-offs between 
spatial agglomeration's positive productivity-enhancing effects and negative congestion effects.

We also apply our model to issues of the regional inequality and network. Regarding the first issue, we 
show that regions where the income perpetually grows and regions where the income stops growing can 
coexist at a stable stationary equilibrium. Regarding the second issue, we study how the network 
structure of inter-regional spillovers in production affects the stable stationary equilibrium.

研究分野：都市・地域経済学

キーワード： 理論経済学　都市・地域経済学　進化ゲーム理論　経済成長　人口集積　地域間所得格差　スピルオー
バー　ネットワーク
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１．研究開始当初の背景 
 
空間経済学では通常，２地域と自由に立地
を選択できる労働者（mobile worker）から
なる経済モデルを考え，輸送費などが労働者
の地域間人口分布に与える影響を分析する．
ここで，労働者はどちらの地域に立地するか
を決めるとき，それぞれの地域の都市混雑の
水準などを考慮に入れるが，それらは他の労
働者の立地に依存する．したがって，労働者
の立地選択は戦略的な意思決定であり，モデ
ルの均衡を特徴付ける際はゲーム理論の概
念や分析手法を応用するのが自然である． 
         
  しかし，これまで空間経済学の分野で行わ
れてきた理論研究は戦略的意思決定に関す
る均衡条件を捨象もしくは簡略化したもの
が多く，必ずしもゲーム理論的基礎付けがき
ちんとなされているとは言えない． 
 
例えば，本研究課題が対象とする都市成長
モデルは通常の経済成長モデルに複数地域
間の立地選択が加わったモデルであるが，均
衡は消費のオイラー方程式とストックの遷
移式に加え，労働者の地域間人口分布の動学
を記述する移住動学（migration dynamics）
からなる動的システムで表現される．立地選
択に関しては時間軸のあるモデルを考える
ため，労働者は各期どちらの地域に立地する
かという戦略的意思決定を行う．したがって，
移住動学はナッシュ均衡を構成する立地戦
略を集計して導くべきものである．しかし，
多くの先行研究（Baldwin and Forslid, 2000
など）は移住動学を均衡から導かずに外生的
に与え，労働者の立地に関する意思決定はそ
の動学に集約されると仮定している．したが
って，移住動学の背後にあるべき立地選択に
関する均衡条件が捨象されているという問
題点がある． 
 
２．研究の目的 

 
上記の背景を踏まえ，本研究課題では特に
最近の空間経済学において重要な研究テー
マとなっている都市成長モデルに着目し，厳
密なゲーム理論的基礎付けのもとでこれま
での研究の再検討を行い，空間経済学のさら
なる発展に向けた理論的土台の構築を目指
す． 

 
また，本研究課題はゲーム理論を応用して
空間経済学のモデルを分析するが，ゲーム理
論を単純にツールとして用いるのではなく，
ゲーム理論の通常のモデルよりも複雑なも
のを考える．例えば，通常の繰り返しゲーム
は同じ段階ゲームを繰り返しプレーする状
況を考えるが，都市成長モデルにはストック
変数があるため，段階ゲームは時間を通じて
内生的に変化する．したがって，空間経済モ
デルへの応用にあたりゲーム理論で通常課

されている単純化の仮定を緩めることによ
り，ゲーム理論への貢献も目指す． 
 
３．研究の方法 
 
既存の経済成長モデルを参考にしながら，
多地域経済成長モデルを組む．その際，空間
経済モデルの特徴的な要素である，人口集積
の正の外部性（集積の経済）と負の外部性（混
雑性）をモデルに組み込む． 
 
時間軸に関しては，都市成長という文脈で
の現実性から重複世代モデルを考え，解析可
能性の観点から連続時間とし，移住動学を進
化ゲーム理論における完全予見動学（Matsui 
and Matsuyama, 1995）の枠組みに落とし込
む．実際，完全予見動学では毎期各プレイヤ
ーに戦略変更の機会が確率的におとずれる
状況を考えるが，これは各世代の寿命が確率
的に決まる重複世代モデルに読み替えるこ
ともできる．この場合，均衡はオイラー方程
式とストックの遷移式に完全予見動学とし
ての移住動学を加えた動的システムで与え
られるため，これまでの完全予見動学の研究
で得られてきた結果を参考にしながら均衡
の特徴付けを行う．その際，まずは定常状態
に着目し先行研究との比較を行う． 
 
 定常状態の分析後は，非定常な均衡（地域
間人口分布が時間を通じて変化していく均
衡）を特徴付ける．また，均衡の一意性が保
証されない場合は均衡の安定性についても
議論していく．その際は，完全予見動学の研
究で用いられている安定性概念（absorption
や accessibility）を応用する．解析的な分
析を終えることができれば，地域間所得格差
やネットワークなど現実問題との関連を踏
まえながら，数値シミュレーションにより安
定な均衡の性質をより詳しく見ていく． 
 
４．研究成果 
 
（１） 多地域経済成長モデル 
  
多地域経済成長モデルを定式化し，複数均
衡の存在下でも分析が可能なポテンシャ
ル・ゲームの枠組みのもとで定常均衡の特徴
付けを行った．多地域経済成長モデルでは，
人々の将来期待や，立地選択における戦略的
依存関係を通じて一般に複数の均衡が生じ
るため，全ての均衡を特徴付けることができ
るモデルを考えることが重要となる． 
  
経済成長のエンジンに関しては，標準的な
AK モデルに類似したものを考えた．各地域の
生産活動は集計された生産関数で表され，生
産性はその地域の人口の増加関数となる．
人々が立地選択をする際，生産性に与える影
響は考慮しないため，ここで集積の正の外部
性（集積の経済）が生じることになる．また，



地域間の財の交易を考えない代わりに，地域
間の生産技術のスピルオーバーを考えた．具
体的には，各地域の生産性は自地域の人口だ
けなく，他地域の人口にも依存する状況を考
えた． 
  
一方，人々が財を消費するためには，域内
輸送費などのコストを払わなければならず，
このコストはその地域の人口の増加関数で
あると仮定した．人々が立地選択をする際，
消費コストに与える影響は考慮しないため，
ここで集積の負の外部性（混雑外部性）が生
じることになる．定常均衡で人口集積が生じ
るか否かは，集積の正の外部性と負の外部性
のトレード・オフが重要となる． 
  
モデルの時間軸に関しては，「３．研究の
方法」で述べた通り，連続時間の重複世代モ
デルを考えた． 
  
以上の定式化のもと，まずは地域間人口分
布が時間を通じて一定になる定常均衡に着
目した．求める均衡はナッシュ均衡であるた
め，原則的には最適反応対応の不動点を求め
る必要があるが，ある条件のもとで，ポテン
シャル関数と呼ばれる関数を作ることがで
き，定常均衡はポテンシャル関数最大化の一
階条件に対応することを示した．すなわち，
ポテンシャル関数を作ることができれば，そ
の関数の性質を見ることで，全ての定常均衡
を特徴付けることができる．また，ポテンシ
ャル関数が存在するための条件に関しては，
地域間の生産技術のスピルオーバーにある
種の対称性があることが必要十分条件であ
ることを示した． 
 
（２） 均衡の安定性 
 
定常均衡はポテンシャル最大化の一階条
件を満たす点と対応するが，ポテンシャル関
数最大化の一階条件を満たす点は一般に複
数存在するため，定常均衡も複数存在するこ
とになる．したがって，定常均衡の安定性を
見ることが重要となる． 
 
本研究課題では，人々の寿命が不確実な，
連続時間の重複世代モデルを考える．特に，
寿命が指数分布に従うと仮定すれば，地域間
人口分布の均衡経路は完全予見動学
（perfect foresight dynamics）に従う．こ
れは，人々が将来期待を形成する場合の最適
反応動学（best response dynamics）に対応
するものである．完全予見動学は Matsui and 
Matsuyama (1995)によって分析されており，
本研究課題では彼らが用いた安定性概念
（absorption と accessibility）のもとで，
定常均衡の安定性を分析した． 
 
安定な（absorbing かつ accessible）定常
均衡は，次の２つの条件を満たす．まず，定

常均衡の近傍に初期状態をとる任意の均衡
経 路 は ， そ の 定 常 均 衡 に 収 束 す る
（absorbing）．そして，どこに初期状態をと
っても，その定常均衡に収束する均衡経路が
存在する（accessible）．ここでの安定性概
念が通常のダイナミックスの場合と異なる
のは，初期状態を固定しても均衡経路が一意
と は 限 ら な い た め で あ る ． 実 際 ，
accessibility では安定な定常均衡に収束し
ない均衡経路が存在する可能性を排除して
いない． 
 
定常均衡の安定性に関して，得られた主な
結果は以下の通りである．すなわち，ポテン
シャル関数がいくつかの技術的条件を満た
せば，ポテンシャル関数を大域的に最大にす
る点が，人々の時間選好率が十分に小さけれ
ば，唯一安定な定常均衡になる．さらに，こ
の結果から，動学モデル特有のパラメーター
である人々の時間選好率が，人口集積の生産
性向上と混雑に与える影響のトレード・オフ
を介して，安定な定常均衡の性質に大きな影
響を与えることが分かった． 
 
時間選好率が安定な定常均衡に与える影
響について，直感的に説明すると次のように
なる．人口集積は，正の外部性と負の外部性
の両方をもたらす．正の外部性は，生産性を
高めることで成長率を押し上げ，将来の効用
に大きく影響する．一方，負の外部性は消費
への混雑効果を通して現在の効用に大きく
影響する．もし時間選好率が十分に小さけれ
ば，人々は人口集積が経済成長に与える正の
効果を重視するため，１地域への集積が安定
な定常均衡になる．一方，もし時間選好率が
十分に大きければ，人々は経済成長よりも現
在の混雑効果を重視するため，全地域に分散
した人口分布が安定な定常均衡になる． 
 
人々が将来期待を形成する環境下ではポ
テンシャル関数を大域的に最大にする点が
唯一安定な均衡になるという結果は，Matsui 
and Matsuyama (1995)によって既に得られて
いる．また，Oyama (2009)によって，空間経
済学の文脈でも既に議論がなされている．し
かし，彼らはストック変数のないモデルを考
えている一方，ここで考えている経済成長モ
デルにはストック変数があるという点が大
きな違いである．ストック変数がある場合，
ポテンシャル関数が時間選好率に依存し，均
衡の時間選好率に関する分岐に注意を払わ
なければならないという技術的困難が生じ
る．しかし，時間選好率がゼロのときに均衡
の分岐が起こらなければ，Matsui and 
Matsuyama (1995)の結果はストック変数が存
在する場合でも成立することを示した．この
点が，本研究課題の理論的貢献と言える． 
 
一方，都市成長に関するリテラチャーでは
これまで，定常均衡の安定性をミクロ経済学



的基礎のある形で分析している研究はほと
んど見られない．また，動学モデル特有のパ
ラメーターである時間選好率に焦点が当て
られることも少ない．実際，都市成長に関す
る最近の研究では，分析を単純化するために
人々の将来期待が効かないモデルを考える
ことが１つの大きな流れになっている
（Desmet and Rossi-Hansberg, 2014 など）．
しかし，本研究課題では時間選好率が安定な
定常均衡の性質に大きな影響を与えるとい
う結果が得られており，都市成長モデルを分
析する上で，将来期待を考えることの重要性
を示唆していると言える． 
 
（３）アプリケーション 
 
 モデルのアプリケーションとして，地域間
所得格差とネットワークの問題を扱った．地
域間格差に関しては，地域所得が均斉成長経
路に乗る条件と，成長しない定常状態に収束
する条件をそれぞれ求めた．さらに，均斉成
長経路に乗る地域と，定常状態に収束する地
域が共存する状態が安定な均衡になり得る
ことを，数値例により示した． 
 
 地域間格差は現実にも観察されている経
済現象であり，都市成長のリテラチャーにお
いても主要な関心事項である．しかし，これ
までのモデルで得られる結果は，全ての地域
（の所得）が成長するか，全ての地域が成長
しないかのいずれかであり（Black and 
Henderson, 1999 など），成長する地域と成長
しない地域が混在する状態を安定な均衡と
して得ることができる本研究課題のモデル
は，地域間格差の問題を考える上で有用であ
ると言える． 
 
ネットワークに関しては，生産技術の地域
間スピルオーバーに関するネットワーク構
造が，安定な定常均衡に与える影響を分析し
た．具体的には，スピルオーバーの強さが，
局所的には密だが拡散性の低いネットワー
クと，局所的には粗だが拡散性の高いネット
ワークの２種類のネットワークを比較した．
特に，どちらのネットワークが安定な均衡に
おいて高い平均生産性を実現するかは人々
の時間選好率に依存することを数値例によ
り示した．  
 
 空間経済学の理論モデルは通常，2 地域で
考えることが多い．しかし，本研究課題で得
られた定常均衡やそれらの安定性とポテン
シャル関数との対応関係は，任意の地域数の
もとで成立する．２地域に限定せずに分析で
きる枠組みを考えることは，応用範囲を拡大
する上で極めて重要である．実際，上記のよ
うなネットワークの問題は，３地域以上を考
えて初めて分析できることである．また，（平
均生産性の意味で）望ましいネットワーク構
造が時間選好率によって異なるという論点

は，これまであまり考察されてこなかった点
であると同時に，時間選好率の重要性を補強
するものであるとも言えよう． 
 
（４） 今後の展望 
  
今後の重要な課題として，モデルの均衡と，
実際のデータとの関係の分析が挙げられる．
例えば，現実の都市規模分布を安定な定常均
衡として再現するようなスピルオーバー・ネ
ットワークの性質を調べる，という点に興味
をもっている．都市規模分布はべき乗則に従
うことが古くから様々なデータで示されて
おり，ネットワーク理論の観点からも有益な
議論ができることが期待される． 
 
 また，今回のモデルでは地域間交易を考え
なかったが，空間経済学は古くから地域間交
易の輸送費が均衡人口分布に与える影響を
分析してきた．したがって，地域間交易が行
われるようなモデルを考えることは重要な
拡張である．また，最近の国際貿易理論では
データとのフィットや解析上の扱いやすさ
を重視したモデルがいくつか提案されてお
り，それらと関連付けながら議論していくこ
とが有益であると考えている． 
 
 
以上の研究成果は，尾山大輔氏（東京大学
経済学研究科）との共著で，”Equilibrium 
Dynamics in a Model of Growth and Spatial 
Agglomeration”というタイトルの論文にま
とめられた．今後，ジャーナル掲載に向けて
改訂を重ねていく予定である．また，研究期
間中に，５つの国際学会（予定を含む）と２
つの国内学会で口頭発表を行った． 
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